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図 ２-５-１１ 「新たな公」としての取り組み状況 

（企業：業種別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、どの広域ブロックにおいても、「特にない」と

いう回答が半数を超していた。（図 ２-５-１２）    

 

7.9

7.3

17.4

1.6

3.5

3.4

2.0

0.4

70.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

北海道

 

8.8

8.7

20.8

4.1

4.9

4.2

3.0

0.3

66.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

東北圏

 



 146 

9.0

11.2

20.9

4.6

5.2

3.6

3.0

0.7

62.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

首都圏

 

9.5

11.5

19.6

5.0

5.6

3.7

3.2

0.1

65.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

北陸圏

 

9.8

14.0

19.5

4.4

4.5

3.4

2.0

0.3

64.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

中部圏

 

8.0

9.2

16.5

3.4

4.5

2.4

2.1

0.8

69.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

近畿圏

 

9.3

8.8

21.8

3.3

5.0

2.9

2.5

0.3

66.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

中国圏

 

6.9

10.0

17.7

2.9

4.2

3.3

2.4

0.4

68.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

四国圏

 



 147 

8.5

9.4

23.0

3.5

5.1

3.7

2.5

0.1

64.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

九州圏

 

8.2

7.2

16.5

2.5

4.4

3.2

4.1

0.4

71.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

沖縄県

 

図 ２-５-１２ 「新たな公」としての取り組み状況 

（一般国民：広域ブロック別） 
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２-５-３ 取り組みの進展状況（問８ 専門家・地方自治体） 

「新たな公」としての取り組みの進展を聞いたところ、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支

援」という回答は、地方自治体で 64.1%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。「防

犯・防災などの地域安全活動」という回答は、地方自治体で 71.3%、専門家で 57.2%と半数を超して

おり、取り組みが進んでいると言える。（図 ２-５-１３） 
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及び「防犯・防災などの地域安全活動」という回答は、いずれの自治体規模においても、半数を超し

ており、取り組みが進んでいると言える。「リサイクル支援・清掃などの環境活動」という回答は、小

都市、人口 1万人以上、人口 1万人以下を除く全ての自治体規模で半数を超しており、取り組みが進

んでいると言える。「里山の管理・自然環境保護活動」という回答は、都道府県庁で 60.5%と半数を

超しており、取り組みが進んでいると言える。「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」という

回答は、中都市で 57.4%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。「観光客・人材誘致

などの交流促進活動」という回答は、都道府県庁で 60.5%と半数を超しており、取り組みが進んでい

ると言える。一方、「地域文化の保全・継承活動」という回答は、いずれの自治体規模においても、半

数に達している回答がなく、取り組みが進んでいるとは言えない。（図 ２-５-１４） 

 

専門家の回答について職業別に見ると、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」という回答

は、研究者（大学・短大・高専など高等教育機関の教員）で 53.8%と半数を超しており、取り組みが

進んでいると言える。「防犯・防災などの地域安全活動」という回答は、学生を除く全ての職業で半数

を超しており、取り組みが進んでいると言える。「リサイクル支援・清掃などの環境活動」という回答

は、経営者・役員で 64.3%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。一方、「里山の管

理・自然環境保護活動」、「地域文化の保全・継承活動」、「商店街活性化や農業支援などの地域振興活

動」、「観光客・人材誘致などの交流促進活動」、「その他」では、いずれの職業においても、半数に達

している回答がなく、取り組みが進んでいるとは言えない。（図 ２-５-１５） 

 

問８ 「新たな公」の取り組みとして、あなたが勤務する自治体において、ここ数年どのような取

り組みが進んでいると思いますか。 

（上記は地方自治体の質問文であるが、専門家には日本の各地域において進んでいると思う取り組み

と各主体により質問文を変更している。） 
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図 ２-５-１３ 「新たな公」の取り組みの進展 
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図 ２-５-１４ 「新たな公」の取り組みの進展 

（地方自治体：自治体規模別） 
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図 ２-５-１５ 「新たな公」の取り組みの進展 

（専門家：職業別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、北海道では、「福祉・介護・子育て・交通な

どの生活支援」及び「防犯・防災などの地域安全活動」という回答が、それぞれ 65.5%、65.5%と半

数を超しており、取り組みが進んでいると言える。東北圏では、北海道と同じ 2項目の回答が、それ

ぞれ 57.4%、63.1%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。首都圏では、北海道と同

じ２項目の回答が、それぞれ 70.5%、76.1%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。
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北陸圏では、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「防犯・防災などの地域安全活動」、「里山

の管理・自然環境保護活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答が、それぞれ

61.9%、66.7%、52.4%、61.9%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。中部圏では、

北海道と同じ 2項目の回答が、それぞれ 61.9%、70.1%と半数を超しており、取り組みが進んでいる

と言える。近畿圏では、北海道と同じ 2項目の回答が、それぞれ 61.6%、73.2%と半数を超しており、

取り組みが進んでいると言える。中国圏では、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「防犯・

防災などの地域安全活動」及び「リサイクル支援・清掃などの環境活動」という回答が、それぞれ77.1%、

77.1%、52.1%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。四国圏では、「福祉・介護・子

育て・交通などの生活支援」、「防犯・防災などの地域安全活動」及び「観光客・人材誘致などの交流

促進活動」という回答が、それぞれ 53.3%、77.8%、51.1%と半数を超しており、取り組みが進んで

いると言える。九州圏では、北海道と同じ 2項目の回答が、それぞれ 64.2%、72.5%と半数を超して

おり、取り組みが進んでいると言える。沖縄県では、「防犯・防災などの地域安全活動」、「地域文化の

保全・継承活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答が、それぞれ 57.1%、61.9%、

71.4%と半数を超しており、取り組みが進んでいると言える。（図 ２-５-１６） 

 

65.5

65.5

28.6

8.3

25.0

42.9

33.3

0.0

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

北海道

 

57.4

63.1

27.0

17.0

39.7

42.6

46.1

2.1

9.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

東北圏

 

70.5

76.1

45.5

33.3

26.5

34.8

31.8

0.4

4.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

首都圏

 

61.9

66.7

33.3

52.4

33.3

38.1

61.9

0.0

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

北陸圏

 

61.9

70.1

45.6

30.6

27.2

29.3

34.0

1.4

8.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

中部圏

 

61.6

73.2

47.3

33.9

39.3

35.7

38.4

2.7

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

近畿圏

 



 153 

77.1

77.1

52.1

29.2

37.5

41.7

47.9

2.1

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

中国圏

 

53.3

77.8

37.8

24.4

28.9

35.6

51.1

2.2

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

四国圏

 

64.2

72.5

42.2

25.7

34.9

42.2

38.5

2.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

九州圏

 

47.6

57.1

28.6

9.5

61.9

28.6

71.4

4.8

4.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

福祉・介護・子育て・交通などの生活支援

防犯・防災などの地域安全活動

リサイクル支援・清掃などの環境活動

里山の管理・自然環境保護活動

地域文化の保全・継承活動

商店街活性化や農業支援などの地域振興活動

観光客・人材誘致などの交流促進活動

その他

特にない

沖縄県

 

図 ２-５-１６ 「新たな公」の取り組みの進展 

（地方自治体：広域ブロック別） 

 

 



 154 

２-５-４ 活発化している団体・活動（問９ 専門家・ＮＰＯ・企業・地方自治体） 

「新たな公」として活発化している団体・活動を聞いたところ、「ＮＰＯ」という回答は、地方自

治体を除く全ての主体で半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「企業の知育

貢献活動（ＣＳＲ活動など）」という回答は、企業で 60.3%と半数を超しており、その団体・活動が

活発化していると言える。（図 ２-５-１７） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「自治会」という回答は、小都市で 50.0%、人

口１万人以上で 51.2%と半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「ＮＰＯ」

という回答は、特別区、人口 1万人以上、人口 1万人以下を除く全ての自治体規模で半数を超してお

り、その団体・活動が活発化していると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」という回

答は、都道府県庁で 65.8%と半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「ＮＰ

Ｏ以外の住民が主体となった活動」という回答は、特例市で 51.7%、中都市で 50.5%と半数を超して

おり、その団体・活動が活発化していると言える。（図 ２-５-１８） 

 

ＮＰＯの回答について活動分野別に見ると、「自治会」という回答は、人権の擁護又は平和の推進

を図る活動で 50.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「ＮＰＯ」と

いう回答は、消費者の保護を図る活動を除く全ての活動分野で半数を超しており、その団体・活動が

活発化していると言える。（図 ２-５-１９） 

 

専門家の回答について職業別に見ると、「ＮＰＯ」という回答は、全ての職業で半数を超しており、

その団体・活動が活発化していると言える。「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回答は、

学生で 50.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。（図 ２-５-２０） 

 

企業の回答について業種別に見ると、「自治会」という回答は、鉱業，採石業，砂利採取業で 100.0%

と半数を超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「学校（ＰＴＡ含む）」という回答

は、電気・ガス・熱供給・水道業で 66.7%、教育，学習支援業で 50.0%と半数を超しており、その団

体・活動が活発化していると言える。「商店会（商店主の集まりなど）」という回答は、宿泊業，飲食

サービス業で 66.7%、生活関連サービス業，娯楽業で 100.0%、教育，学習支援業で 50.0%と半数を

超しており、その団体・活動が活発化していると言える。「ＮＰＯ」という回答は、鉱業，採石業，砂

利採取業、生活関連サービス業，娯楽業と有効回答が 0であった業種を除く全ての業種で半数を超し

ており、その団体・活動が活発化していると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」とい

う回答は、鉱業，採石業，砂利採取業、情報通信業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援

業、その他と有効回答が 0であった業種を除く全ての業種で半数を超しており、その団体・活動が活

発化していると言える。（図 ２-５-２１） 

 

問９ 「新たな公」の団体・活動として、あなたが勤務する自治体において、ここ数年どのような団

体・活動が活発になっていると思いますか？ 

（上記は地方自治体の質問文であるが、ＮＰＯには活動する地域において活発になっていると思う団体・

活動、専門家、企業には日本の各地域において活発になっていると思う団体・活動と各主体により質問

文を変更している。） 

 



 155 

45.8

26.8

19.3

17.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

自治会

 

17.3

17.5

14.4

13.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

学校（ＰＴＡ含む）

 

21.3

13.8

20.3

19.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

商店会（商店主の集まりなど）

 

46.7

56.2

63.6

64.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

ＮＰＯ

 

20.3

19.5

33.7

60.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）

 

40.9

25.7

25.7

11.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動

 

2.6

2.8

5.3

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

その他

 

13.0

15.8

12.8

11.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

地方自治体（N=992）

NPO（N=354）

専門家（N=187）

企業（N=295）

特にない

 

図 ２-５-１７ 「新たな公」として活発化している団体・活動 
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図 ２-５-１８ 「新たな公」として活発化している団体・活動 

（地方自治体：自治体規模別） 
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図 ２-５-１９ 「新たな公」として活発化している団体・活動 

（ＮＰＯ：活動分野別） 
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図 ２-５-２０ 「新たな公」として活発化している団体・活動 

（専門家：職業別） 
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図 ２-５-２１ 「新たな公」として活発化している団体・活動 

（企業：業種別） 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、近畿圏では、「自治会」という回答が、51.8%

と半数を超しており、団体・活動が活発化していると言える。中国圏では、「ＮＰＯ」、「ＮＰＯ以外の

住民が主体となった活動」という回答が、それぞれ 58.3%、52.1%と半数を超しており、団体・活動

が活発化していると言える。九州圏では、「ＮＰＯ」という回答が 50.5%と半数を超しており、団体・

活動が活発化していると言える。沖縄県では、「自治会」という回答が、52.4%と半数を超しており、

団体・活動が活発化していると言える。（図 ２-５-２２） 
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図 ２-５-２２ 「新たな公」として活発化している団体・活動 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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２-５-５ 参加している団体・活動（問９ 一般国民） 

「新たな公」の一員として参加している団体・活動を聞いたところ、「新たな公」として参加して

いる団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-２３） 

 

一般国民の回答について自治体規模別に見ると、どの自治体規模においても、「新たな公」として

参加している団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-２４） 
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図 ２-５-２３ 「新たな公」として参加している団体・活動 
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図 ２-５-２４ 「新たな公」として参加している団体・活動 

（一般国民：自治体規模別） 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、どの広域ブロックにおいても、「新たな公」として

参加している団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-２５） 
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図 ２-５-２５ 「新たな公」として参加している団体・活動 

（一般国民：広域ブロック別） 
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２-５-６ 今後参加（実施）してみたい取り組み（問１０ 一般国民・ＮＰＯ・企業） 

「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組みについて聞いたところ、いずれの主体に

おいても、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-２６） 

 

一般国民の回答について自治体規模別に見ると、いずれの自治体規模においても、半数に達してい

る回答はなかった。（図 ２-５-２７） 

 

ＮＰＯの回答について活動分野別に見ると、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」という

回答は、保健・医療又は福祉の増進を図る活動で 71.7%、地域安全活動で 53.5%、人権の擁護又は平

和の推進を図る活動で 70.6%、男女共同参画社会の形成の促進を図る活動で 53.1%、子どもの健全育

成を図る活動で 51.7%、情報化社会の発展を図る活動で 51.4%、職業能力の開発又は雇用機会の拡充

を支援する活動で 55.9%、前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援

助の活動で 51.6%、前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活

動 55.6%と半数を超していた。「防犯・防災などの地域安全活動」という回答は、地域安全活動で 62.8%

と半数を超していた。「里山の管理・自然環境保護活動」という回答は、農山漁村又は中山間地域の振

興を図る活動で 62.7%、環境の保全を図る活動で 56.5%、消費者の保護を図る活動で 50.0%と半数を

超していた。「地域文化の保全・継承活動」という回答は、保健、医療又は福祉の増進を図る活動、環

境の保全を図る活動、災害救援活動、人権の擁護又は平和の推進を図る活動、国際協力の活動、子ど

もの健全育成を図る活動、職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動、前各号に掲げる活動

に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動を除く全ての活動分野で半数を超して

いた。「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」という回答は、農山漁村又は中山間地域の振興

を図る活動で 56.9%、人権の擁護又は平和の推進を図る活動で 50.0%、男女共同参画社会の形成の促

進を図る活動で 53.1%、経済活動の活性化を図る活動で 71.4%、前各号に掲げる活動を行う団体の運

営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動で 51.6%と半数を超していた。「観光客・人材誘致な

どの交流促進活動」という回答は、観光の振興を図る活動で 72.9%、農山漁村又は中山間地域の振興

を図る活動で 52.9%、災害救援活動で 51.7%、国際協力の活動で 57.6%、情報化社会の発展を図る活

動で 51.4%、科学技術の振興を図る活動で 60.0%、経済活動の活性化を図る活動で 57.1%と半数を超

していた。（図 ２-５-２８） 

 

企業の回答を業種別に見ると、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」という回答は、鉱業，

採石業，砂利採取業で 100.0%、電気・ガス・熱供給・水道業で 66.7%、生活関連サービス業，娯楽

業で 100.0%、教育，学習支援業で 50.0%、複合サービス業で 100.0%と半数を超していた。「防犯・

防災などの地域安全活動」という回答は、建設業で 50.0%、電気・ガス・熱供給・水道業で 66.7%、

運輸業，郵便業で 75.0%、金融業，保険業で 64.7%、学術研究，専門・技術サービス業で 75.0%、教

育，学習支援業で 50.0%、医療，福祉、複合サービス事業で 100.0%と半数を超していた。「リサイク

ル支援・清掃などの環境活動」という回答は、建設業で 56.3%、電気・ガス・熱供給・水道業で 100.0%、

金融業，保険業で 52.9%、宿泊業，飲食サービス業で 66.7%、教育，学習支援業で 50.0%、複合サー

ビス事業で 100.0%と半数を超していた。「地域文化の保全・継承活動」という回答は、電気・ガス・

熱供給・水道業、宿泊業，飲食サービス業で 66.7%、生活関連サービス業，娯楽業で 100.0%と半数

を超していた。「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」という回答は、電気・ガス・熱供給・

水道業、宿泊業，飲食サービス業でで 66.7%、複合サービス事業で 100.0%と半数を超していた。「観

光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答は、生活関連サービス業，娯楽業、複合サービス事

業で 100.0%と半数を超していた。（図 ２-５-２９） 
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問１０ 「新たな公」の一員として、あなたが今後参加（実施）してみたいと思う取り組みはありま

すか？ 

（上記は一般国民の質問文であるが、ＮＰＯには活動する地域において今後期待する取り組み、企業

には会社が参加（実施）してみたい取り組みと各主体により質問文を変更している。） 
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図 ２-５-２６ 「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組み 
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図 ２-５-２７ 「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組み 

（一般国民：自治体規模別） 
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図 ２-５-２８ 「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組み 

（ＮＰＯ：活動分野別） 
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図 ２-５-２９ 「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組み 

（企業：業種別） 

 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、どの広域ブロックにおいても、「新たな公」と

して今後参加（実施）してみたい取り組みについて、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-３

０） 
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図 ２-５-３０ 「新たな公」として今後参加（実施）してみたい取り組み 

（一般国民：広域ブロック別） 
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２-５-７ 進展を期待する取り組み（問１０ 専門家・地方自治体） 

「新たな公」として進展を期待する取り組みについて聞いたところ、「福祉・介護・子育て・交通

などの生活支援」という回答は、地方自治体で 75.0%、専門家で 66.8%と半数を超しており、取り組

みが進展することが期待されていると言える。「防犯・防災などの地域安全活動」という回答は、地方

自治体で 68.2%、専門家で 59.9%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると

言える。「里山の管理・自然環境保護活動」という回答は、専門家で 50.8%と半数を超しており、取

り組みが進展することが期待されていると言える。「地域文化の保全・継承活動」という回答は、専門

家で 59.9%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。「商店街活性

化や農業支援などの地域振興活動」という回答は、地方自治体で 71.1%、専門家で 54.5%と半数を超

しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。「観光客・人材誘致などの交流促進活

動」という回答は、地方自治体で 66.5%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されて

いると言える。（図 ２-５-３１） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、

「防犯・防災などの地域安全活動」、「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」及び「観光客・

人材誘致などの交流促進活動」という回答は、いずれの自治体規模においても、半数を超しており、

取り組みが進展することが期待されていると言える。「リサイクル支援・清掃などの環境活動」という

回答は、都道府県庁で 65.8%、特別区で 73.7%、特例市で 51.7%と半数を超しており、取り組みが進

展することが期待されていると言える。「里山の管理・自然環境保護活動」という回答は、都道府県庁

で 76.3%、中都市で 52.5%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。

「地域文化の保全・継承活動」という回答は、中核市、小都市、人口 1万人以下を除く全ての自治体

規模で半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。（図 ２-５-３２） 

 

専門家の回答について職業別に見ると、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「防犯・防

災などの地域安全活動」及び「地域文化の保全・継承活動」という回答は、いずれの職業においても、

半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。「リサイクル支援・清掃など

の環境活動」という回答は、経営者・役員で 50.0%と半数を超しており、取り組みが進展することが

期待されていると言える。「里山の管理・自然環境保護活動」という回答は、経営者・役員で 71.4%、

学生で 66.7%、その他で 59.1%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言

える。「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」という回答は、研究者（大学・短大・高専など

高等教育機関の教員）、会社員（研究者以外）を除く全ての職業で半数を超しており、取り組みが進展

することが期待されていると言える。「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答は、学生で

50.0%、その他で 54.5%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。（図 

２-５-３３） 

    

問１０ 「新たな公」の取り組みとして、あなたが勤務する自治体において、今後どのような取り組

みが進むことを期待しますか？ 

（上記は地方自治体の質問文であるが、専門家には日本の各地域で進展を期待する取り組みと各主体

により質問文を変更している。） 
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図 ２-５-３１ 「新たな公」として進展を期待する取り組み 
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図 ２-５-３２ 「新たな公」として進展を期待する取り組み 

（地方自治体：自治体規模別） 
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図 ２-５-３３ 「新たな公」として進展を期待する取り組み 

（専門家：職業別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、北海道では、「福祉・介護・子育て・交通な

どの生活支援」、「防犯・防災などの地域安全活動」、「商店街活性化や農業支援などの地域振興活動」

及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答が、それぞれ 78.6%、67.9%、73.8%、67.9%

と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。東北圏では、「福祉・介護・

子育て・交通などの生活支援」、「防犯・防災などの地域安全活動」、「地域文化の保全・継承活動」、「商

店街活性化や農業支援などの地域振興活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回

答が、それぞれ 74.5%、63.1%、54.6%、72.3%、64.5%と半数を超しており、取り組みが進展するこ

とが期待されていると言える。首都圏では、北海道と同じ 4項目の回答が、それぞれ 76.5%、67.8%、

73.1%、68.6%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。北陸圏で

は、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「地域文化の保全・継承活動」、「商店街活性化や農

業支援などの地域振興活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答が、それぞれ

52.4%、52.4%、71.4%、85.7%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言

える。中部圏では、東北圏と同じ 5項目の回答が、それぞれ 73.5%、72.1%、52.4%、66.7%、61.9%

と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。近畿圏では、北海道と同

じ 4項目の回答が、それぞれ 78.6%、76.8%、67.0%、60.7%と半数を超しており、取り組みが進展す

ることが期待されていると言える。中国圏では、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「防犯・

防災などの地域安全活動」、「里山の管理・自然環境保護活動」、及び「商店街活性化や農業支援などの

地域振興活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回答が、それぞれ 75.0%、68.8%、

52.1%、56.3%、68.8%と半数を超しており、取り組みが進展することが期待されていると言える。四

国圏では、北海道と同じ 4項目の回答が、それぞれ 77.8%、71.1%、77.8%、64.4%と半数を超してお

り、取り組みが進展することが期待されていると言える。九州圏では、東北圏と同じ 5項目の回答が、

それぞれ 71.6%、65.1%、55.0%、76.1%、68.8%と半数を超しており、取り組みが進展することが期

待されていると言える。沖縄県では、「福祉・介護・子育て・交通などの生活支援」、「防犯・防災など
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の地域安全活動」、「リサイクル支援・清掃などの環境活動」、「地域文化の保全・継承活動」及び「商

店街活性化や農業支援などの地域振興活動」及び「観光客・人材誘致などの交流促進活動」という回

答が、それぞれ 71.4%、66.7%、57.1%、61.9%、71.4%、81.0%と半数を超しており、取り組みが進

展することが期待されていると言える。（図 ２-５-３４） 
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沖縄県

 
図 ２-５-３４ 「新たな公」として進展を期待する取り組み 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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２-５-８ 活発化を期待する団体・活動（問１１ 専門家・ＮＰＯ・企業・地方自治体） 

「新たな公」として活発になることを期待する団体・活動について聞いたところ、「自治会」とい

う回答は、地方自治体で 70.8%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されて

いると言える。「商店会（商店主の集まりなど）」という回答は、地方自治体で 62.2%と半数を超して

おり、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「ＮＰＯ」という回答は、地方自

治体で 57.9%、ＮＰＯで 63.8%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されて

いると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」という回答は、いずれの主体においても半

数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「ＮＰＯ以外の住民が

主体となった活動」という回答は、地方自治体で 56.5%と半数を超しており、その団体・活動が活発

になることが期待されていると言える。 

（図 ２-５-３５） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「自治会」、「商店会（商店主の集まりなど）」と

いう回答は、いずれの自治体規模においても半数を超しており、その団体・活動が活発になることが

期待されていると言える。「学校（ＰＴＡ含む）」という回答は、都道府県庁で52.6%、特定都市で 68.8%、

中都市で 51.5%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。

「ＮＰＯ」という回答は、人口 1万人以下を除く全ての自治体規模で半数を超しており、その団体・
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回答は、人口 1万人以上、人口 1万人以下を除く全ての自治体規模で半数を超しており、その団体・

活動が活発になることが期待されていると言える。「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回

答は、特別区を除く全ての自治体規模においても半数を超しており、その団体・活動が活発になるこ

とが期待されていると言える。（図 ２-５-３６） 

 

ＮＰＯの回答について活動分野別に見ると、「自治会」という回答は、地域安全活動で 51.2%、前

各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動で66.7%と半数を超

しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「商店会（商店主の集まりな

ど）」という回答は、観光の振興を図る活動で 52.5%、男女共同参画社会の形成の促進を図る活動で

53.1%、経済活動の活性化を図る活動で 52.4%と半数を超しており、その団体・活動が活発になるこ

とが期待されていると言える。「ＮＰＯ」という回答は、いずれの活動分野においても、半数を超して

おり、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活

動など）」という回答は、前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定め

る活動を除く全ての活動分野で半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されてい

ると言える。「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回答は、災害救援活動で 51.7%、地域

安全活動で 53.5%、消費者の保護を図る活動で 50.0%、前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活

動に関する連絡、助言又は援助の活動で 53.2%、前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又

は指定都市の条例で定める活動で 55.6%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期

待されていると言える。（図 ２-５-３７） 

 

専門家の回答について職業別に見ると、「自治体」という回答は、研究者（大学・短大・高専など

高等教育機関の教員）で 53.8%、学生で 75.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発になるこ

とが期待されていると言える。「商店会（商店主の集まりなど）」という回答は、研究者（高等教育機

関以外）で 50.0%、学生で 50.0％、その他で 50.0％と半数を超しており、その団体・活動が活発にな

ることが期待されていると言える。「ＮＰＯ」という回答は、研究者（高等教育機関以外）で 77.8%、

経営者・役員で 57.1%、その他で 59.1%で半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期

待されていると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」という回答は、研究者（大学・短
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大・高専など高等教育機関の教員）、研究者（高等教育機関以外）を除く全ての職業で半数を超してお

り、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。（図 ２-５-３８） 

 

企業の回答について業種別に見ると、「自治会」という回答は、鉱業，採石業，砂利採取業で 100.0%、

電気・ガス・熱供給・水道業で 100.0%、学術研究，専門・技術サービス業、教育，学習支援業で 50.0%

と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「学校（ＰＴＡ含

む）」という回答は、電気・ガス・熱供給・水道業で 66.7%、生活関連サービス業，娯楽業で 100.0%、

教育，学習支援業で 50.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されている

と言える。「商店会（商店主の集まりなど）」という回答は、電気・ガス・熱供給・水道業で 100.0%、

金融業，保険業で52.9%、学術研究，専門・技術サービス業で50.0%、宿泊業，飲食サービス業で66.7%、

教育，学習支援業で 50.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されている

と言える。「ＮＰＯ」という回答は、建設業で 50.0%、電気・ガス・熱供給・水道業で 100.0%、金融

業，保険業で 64.7%、学術研究，専門・技術サービス業、教育，学習支援業で 50.0%と半数を超して

おり、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活

動など）」という回答は、鉱業，採石業，砂利採取業、情報通信業、学術研究，専門・技術サービス業、

教育，学習支援業、と有効回答数が 0であった業種を除く全ての業種で半数を超しており、その団体・

活動が活発になることが期待されていると言える。「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回

答は、建設業で 50.0%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言

える。（図 ２-５-３９） 

 

問１１ 「新たな公」の取り組みとして、あなたが勤務する自治体において、今後どのような団体・

活動が活発になることを期待しますか？ 

（上記は地方自治体の質問文であるが、専門家、企業には日本の各地域で活動の活発化を期待する活

動・団体、ＮＰＯには活動する地域において活動の活発化を期待する活動・団体と各主体により質

問文を変更している。） 
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図 ２-５-３５ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 
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図 ２-５-３６ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 

（地方自治体：自治体規模別） 
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拡充を支援する活動（N=68）

消費者の保護を図る活動（N=12）

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助の活動（N=62）

前各号に掲げる活動に準ずる活動として

都道府県又は指定都市の条例で定める活動（N=9）

企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）
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観光の振興を図る活動（N=59）

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動（N=51）

学術、文化、芸術又はスポーツの

振興を図る活動（N=108）

環境の保全を図る活動（N=92）

災害救援活動（N=29）

地域安全活動（N=43）

人権の擁護又は平和の推進を図る活動（N=34）

国際協力の活動（N=33）

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動（N=32）
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情報化社会の発展を図る活動（N=35）

科学技術の振興を図る活動（N=15）

経済活動の活性化を図る活動（N=42）

職業能力の開発又は雇用機会の

拡充を支援する活動（N=68）

消費者の保護を図る活動（N=12）

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助の活動（N=62）

前各号に掲げる活動に準ずる活動として

都道府県又は指定都市の条例で定める活動（N=9）

ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動
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科学技術の振興を図る活動（N=15）

経済活動の活性化を図る活動（N=42）

職業能力の開発又は雇用機会の

拡充を支援する活動（N=68）

消費者の保護を図る活動（N=12）

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助の活動（N=62）

前各号に掲げる活動に準ずる活動として

都道府県又は指定都市の条例で定める活動（N=9）
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前各号に掲げる活動に準ずる活動として

都道府県又は指定都市の条例で定める活動（N=9）

特にない

 

図 ２-５-３７ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 

（ＮＰＯ：活動分野別） 
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ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動
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図 ２-５-３８ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 

（専門家：職業別） 
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ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動
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図 ２-５-３９ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 

（企業：業種別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、北海道では、「自治会」、「商店会（商店主の

集まりなど）」、「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回答が、それぞれ 72.6%、56.0%、57.1%

と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。東北圏では、「自

治会」、「商店会（商店主の集まりなど）」、「ＮＰＯ」、「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」、「Ｎ

ＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回答が、それぞれ 73.8%、63.8%、61.7%、57.4%、58.9%

と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。首都圏では、東

北圏と同じ 5項目の回答が、それぞれ 66.7%、70.1%、61.7%、60.2%、54.9%と半数を超しており、

その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。北陸圏では、「商店会（商店主の集まり

など）」、「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」という回答が、それぞれ 52.4%、52.4%と半数を

超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。中部圏では、「自治会」、

「商店会（商店主の集まりなど）」、「ＮＰＯ」、「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回答が、

それぞれ 72.1%、50.3%、60.5%、61.9%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期

待されていると言える。近畿圏では、東北圏と同じ 5項目の回答が、それぞれ 70.5%、60.7%、61.6%、

50.0%、59.8%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。
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中国圏では、東北圏と同じ 5項目の回答が、それぞれ 79.2%、62.5%、56.3%、68.8%、56.3%と半数

を超しており、その団体・活動が活発になることが期待されていると言える。四国圏では、東北圏と

同じ 5項目の回答が、それぞれ 73.3%、62.2%、51.1%、53.3%、53.3%と半数を超しており、その団

体・活動が活発になることが期待されていると言える。九州圏では、中部圏と同じ 5 項目の回答が、

それぞれ 73.4%、62.4%、56.9%、51.4%と半数を超しており、その団体・活動が活発になることが期

待されていると言える。沖縄県では、「自治会」、「学校（ＰＴＡ含む）」、「商店会（商店主の集まりな

ど）」、「企業の地域貢献活動（ＣＳＲ活動など）」、「ＮＰＯ以外の住民が主体となった活動」という回

答が、それぞれ 76.2%、61.9%、76.2%、52.4%、76.2%と半数を超しており、その団体・活動が活発

になることが期待されていると言える。（図 ２-５-４０） 
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図 ２-５-４０ 「新たな公」として活発化を期待する団体・活動 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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２-５-９ 今後参加してみたい団体・活動（問１１ 一般国民） 

「新たな公」として今後参加してみたい団体・活動を聞いたところ、「新たな公」として今後参加

してみたい団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-４１） 

 

一般国民の回答について自治体規模別に見ると、いずれの自治体規模においても、「新たな公」と

して今後参加してみたい団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-４２） 
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図 ２-５-４１ 「新たな公」として今後参加してみたい団体・活動 
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図 ２-５-４２ 「新たな公」として今後参加してみたい団体・活動 

（一般国民：自治体規模別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、どの広域ブロックにおいても、「新たな公」と

して今後参加してみたい団体・活動について、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-４３） 
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図 ２-５-４３ 「新たな公」として今後参加してみたい団体・活動 

（一般国民：広域ブロック別） 
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２-５-１０ 地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加の進

展状況（問１２－１ 地方自治体） 

多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加の進展状況を聞いたところ、「かなり進んでいる」

「少し進んでいる」の回答の合計は、58.4%と半数を超しており、多様な民間主体の主体的な地域づ

くりへの参加が進んでいると認識されていると言える。（図 ２-５-４４） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の回答

の合計は、都道府県庁で78.9%、特別区で68.4%、指定都市で75.0%、中核市で69.2%、特例市で86.2%、

中都市で 74.3%、小都市で 64.0%と半数を超しており、多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参

加が進んでいると認識されていると言える。（図 ２-５-４５） 
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的な地域づくりへの参加」は進んでいますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４４ 多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加の進展状況（地方自治体） 
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かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４５ 多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加の進展状況 

（地方自治体：自治体規模別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

一般国民の回答について広域ブロック別に見ると、北海道、北陸圏を除く全ての広域ブロックでは、

「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の回答の合計が、半数を超しており、多様な民間主体の主体

的な地域づくりへの参加が進んでいると認識されていると言える。（図 ２-５-４６） 
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ここ数年、「地域コミュニティ、ＮＰＯ、企業などの多様な民間主体の主体的な

地域づくりへの参加」は進んでいますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４６ 多様な民間主体の主体的な地域づくりへの参加の進展状況 

（地方自治体：広域ブロック別） 

 

２-５-１１ 多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成の進展状況（問１２－２ 

地方自治体） 

多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成の進展状況を聞いたところ、「か

なり進んでいる」「少し進んでいる」という回答の合計は、42.8%と半数には達しておらず、「どちら

とも言えない」という回答が 56.7%と半数を越しており、多様な民間主体の発意・活動による愛着と

誇りを持てる地域の形成が進んでいる認識されているとは言えない。（図 ２-５-４７） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「かなり進んでいる」「少し進んでいる」という

回答の合計は、都道府県庁で 71.1%、特別区で 52.6%、指定都市で 68.8%、中核市で 53.8%、特例市

で 62.1%、中都市で 57.4%と半数を超していた。一方、「どちらとも言えない」という回答は、小都

市で 53.2%、人口１万人以上で 68.0%、人口１万人以下で 67.3%と半数を超していた。（図 ２-５-４８） 
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ここ数年、「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域

の形成」は進んでいますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４７ 多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成の進展状況（地方自治体） 
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ここ数年、「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形

成」は進んでいますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４８ 多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成の進展状況 

（地方自治体：自治体規模別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、「かなり進んでいる」「少し進んでいる」とい

う回答の合計は、中国圏、九州圏で 56.3%、55.0%と半数を超しており、多様な民間主体の発意・活

動による愛着と誇りを持てる地域の形成が進んでいると認識されていると言える。（図 ２-５-４９） 
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ここ数年、「多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形

成」は進んでいますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-４９ 多様な民間主体の発意・活動による愛着と誇りを持てる地域の形成の進展状況 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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２-５-１２ 地域住民の参加状況（問１２ ＮＰＯ） 

ＮＰＯの活動への地域住民の参加状況について聞いたところ、「かなり増えている」「少し増えてい

る」という回答の合計及び「変わらない」という回答のいずれも半数に達していない。（図 ２-５-５０） 

 

ＮＰＯの回答について活動分野別に見ると、保健・医療又は福祉の推進を図る活動、環境の保全を

図る活動、消費者の保護を図る活動、前各号に掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市

の条例で定める活動を除く全ての分野で、「かなり増えている」「少し増えている」という回答の合計

が、半数を超していた。（図 ２-５-５１） 
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ここ数年、あなたの団体の活動に地域の住民の参加は増えていますか

かなり増えている 少し増えている 変わらない 少し減っている かなり減っている
 

図 ２-５-５０ ＮＰＯの活動への地域住民の参加状況（ＮＰＯ） 
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ここ数年、あなたの団体の活動に地域の住民の参加は増えていますか

かなり増えている 少し増えている 変わらない 少し減っている かなり減っている

 

図 ２-５-５１ ＮＰＯの活動への地域住民の参加状況 

（ＮＰＯ：活動分野別） 
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２-５-１３ 「新たな公」の活動の支援として実施する取り組み（問１３ 地方自治体） 

「新たな公」の活動の支援として実施する取り組みを聞いたところ、「新たな公」の活動の支援と

して実施する取り組みについて、半数に達している回答はなかった。（図 ２-５-５２） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「住民に対する「新たな公」の取り組みの紹介」

という回答は、都道府県庁で 71.1%、特別区で 57.9%、指定都市で 75.0%、特例市で 65.5%、中都市

で 50.5%と半数を超していた。「「新たな公」の取り組みに関する住民向けの相談窓口の設置」という

回答は、都道府県庁で 50.0%、特例市で 51.7%と半数を超していた。「「新たな公」の取り組みに対す

る施設や資材の提供」という回答は、特別区で 57.9%と半数を超していた。「「新たな公」の取り組み

に対する資金面での支援」という回答は、中核市、中都市、人口 1万人以上、人口 1万人以下を除く

全ての自治体規模において半数を超していた。（図 ２-５-５３） 
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図 ２-５-５２ 「新たな公」の活動の支援として実施する取り組み（地方自治体） 
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図 ２-５-５３ 「新たな公」の活動の支援として実施する取り組み 

（地方自治体：自治体規模別） 

 

＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、中国圏、九州圏では、「「新たな公」の取り組

みに対する資金面での支援」という回答が、それぞれ 62.5%、53.2%と半数を超えていた。（図 ２-５-５

４） 
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図 ２-５-５４ 「新たな公」の活動の支援として実施する取り組み 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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２-５-１４ 「新たな公」の活動による公的な機能の補完の進展状況（問１４ 地方自治体） 

「新たな公」の活動による公的な機能の補完の進展状況を聞いたところ、「かなり進んでいる」「少

し進んでいる」という回答の合計は、34.0%と半数には達しておらず、「どちらとも言えない」という

回答が 65.4%と半数を越しており、「新たな公」の活動による公的な機能の補完が進んでいると認識

されているとは言えない。（図 ２-５-５５） 

 

地方自治体の回答について自治体規模別に見ると、「かなり進んでいる」「少し進んでいる」の回答

の合計は、都道府県庁で 50.0%、特別区で 52.6%、指定都市で 56.3%、特例市で 65.5%、中都市で 50.5%

と半数を超していた。一方、「どちらとも言えない」という回答は、中核市で 69.2%、小都市で 63.7%、

人口１万人以上で 72.1%、人口 1万人以下で 78.5%と半数を超していた。（図 ２-５-５６） 

 

0.9 33.1 65.4 0.50.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あなたが勤務する自治体では、「新たな公」の活動により公的な機能の

補完が進んできていると思いますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-５５ 「新たな公」の活動による公的な機能の補完の進展状況（地方自治体） 
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あなたが勤務する自治体では、「新たな公」の活動により公的な機能の補完

が進んできていると思いますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した
 

図 ２-５-５６ 「新たな公」の活動による公的な機能の補完の進展状況 

（地方自治体：自治体規模別） 
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＜広域ブロック別の動向＞ 

地方自治体の回答について広域ブロック別に見ると、いずれの広域ブロックにおいても、「かなり

進んでいる」「少し進んでいる」という回答の合計は、半数には達しておらず、「どちらとも言えない」

という回答が半数を超しており、「新たな公」の活動による公的な機能の補完が進んでいるとは言えな

い。（図 ２-５-５７） 
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あなたが勤務する自治体では、「新たな公」の活動により公的な機能の補完

が進んできていると思いますか

かなり進んでいる 少し進んでいる どちらとも言えない 少し後退した かなり後退した

 

図 ２-５-５７ 「新たな公」の活動による公的な機能の補完の進展状況 

（地方自治体：広域ブロック別） 
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